
22年度 23年度要求

実施状況

19年度 20年度 21年度

　【不動産市場データベース（賃貸不動産の収益・費用調査）】
　平成20年度（事業初年度）の調査結果は、3用途（事務所・店舗・住宅）について合計1,919の標本を集計し、平成21
年6月12日に公表した。
　平成21年度の調査結果は、4用途（事務所・店舗・住宅・物流移設）について合計2,731の標本を集計し、地域区分の
詳細化、公表指標の充実（平成20年度6指標→平成21年度10指標）等を図った上で、平成22年5月10日に公表した。

　【不動産情報の整備・提供の充実に向けた調査】※
　平成21年度に調査研究、情報処理等を行い、それぞれ成果を取りまとめた。成果の一部は平成22年版土地白書で
提供した。

一般会計

担当部局庁

不動産市場の整備や土地利用のための条件整備を
推進する。

関係する計
画、通知等

土地基本法第17条

・経済財政諮問会議における提言を受けた「業種別
生産性向上プログラム」　（平成20年5月）
・国土審議会土地政策分科会企画部会報告「土地政
策の中長期ビジョン」　（平成21年7月）

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　【不動産市場データベース（賃貸不動産の収益・費用調査）】
　収益性が重んじられる最近の不動産市場において特に開示情報の少ない賃貸不動産の管理に係る収益・費用につ
いて、物件の所有者・管理者に対するアンケート調査によりデータを収集し、用途・地域・規模・築年数別に賃貸事業
収入・賃貸事業費用・ＮＯＩ（運営純収益）等の指標を集計・整理し、国土交通省ウェブサイトで公表する。

　【不動産情報の整備・提供の充実に向けた調査】※
　不動産情報の総合的な整備・提供のあり方の検討など、不動産情報基盤を構築するための各種調査を行う。

　開示情報が少なく世界的にも透明度が低いと評価されている我が国不動産市場において（米国投資・マネジメント会
社発行の2008年不動産透明度インデックスで、日本は世界で26位）、不動産情報の整備・提供を通じて不動産情報に
関する収集・分析コストを低減し、情報の非対称性を小さくすることにより、国民が安心して不動産取引を行うことがで
きるようにする。さらに、不動産市場の透明性を高め、不動産取引・不動産投資の円滑化・活性化に資することを目的
とする。
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※　不動産情報の整備・提供の充実に向けた調査は、平成21年度のみの事業。

【予算科目】
243　不動産の鑑定評価に関する法律施行等経費　　　　　　　　　　　　　　　(平成21年度予算額）　　(平成21年度決算額）
　011　不動産投資市場の健全な発展のための情報基盤の構築経費
　　95016-2123-09　不動産市場整備等推進調査費　　　　　　　　　　　　　　　　　133百万円　　　　　　　133百万円

　【不動産市場データベース（賃貸不動産の収益・費用調査）】
　アンケート回答者の負担を勘案しつつ回収率の向上を図り、標本数や公表内容の充実を行い、より信頼性が高く有
用な情報提供となるよう改善を検討する。また、アンケート調査・集計方法にある程度の蓄積ができたことから、さらな
るコスト縮減を図る。

　【不動産情報の整備・提供の充実に向けた調査】※
　調査結果を平成22年版土地白書で提供するなど、一定の成果を得たため、平成21年度で終了。

　業務の主たる部分に係る再委託は禁止しており、主たる部分以外の再委託については、軽微なもの（速記、印刷、
製本等）を除き、再委託承諾を行うこととしている。また、適時の打合せにおいて業務実施体制を確認するなど、支出
先・使途の把握に努めている。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかにつ
いて補足する)
(単位:百万円)

Ｅ．（株）日建設計総合研究所 
  １０百万円 

【企画競争】 

土地取引に有用な情報の土壌汚

染関連情報データベース整備に

向けた調査・研究 

Ｄ．（社）中央調査社 
  ９百万円 

【企画競争】 

不動産取引価格情報の提供に関

する国民の意識調査 

［不動産市場データベース（賃貸不動産の収益・費用調査）］ 

［不動産情報の整備・提供の充実に向けた調査］ 

国土交通省 
１３３百万円 

事業の企画・立案、進捗管理、指導 

Ｃ．（株）野村総合研究所 
  ２０百万円 

【企画競争】 

不動産情報の整備と活用に関す

る展望調査 

Ｂ．ソラン（株） 
  ２０百万円 

【企画競争】 

データ入力・集計、公表図表の作

成、ウェブサイト構築 

Ａ．（財）日本不動産研究所 
  ６８．７百万円 

【企画競争】 

アンケート調査の設計・実施・

分析 

(単位:百万円)

Ｆ．（株）三菱総合研究所 
  ４．７百万円 

【企画競争】 

経済社会構造の変化による土地利

用変化に関する情報の整理・調査 

Ｅ．（株）日建設計総合研究所 
  １０百万円 

【企画競争】 

土地取引に有用な情報の土壌汚

染関連情報データベース整備に

向けた調査・研究 

Ｄ．（社）中央調査社 
  ９百万円 

【企画競争】 

不動産取引価格情報の提供に関

する国民の意識調査 

Ｇ．（財）都市農地活用支援センター 
  ０．９百万円 

【少額随意契約】 

バブル崩壊後の密集市街地に

おける土地利用の変化に関す

る地理空間情報の情報処理 

［不動産市場データベース（賃貸不動産の収益・費用調査）］ 

［不動産情報の整備・提供の充実に向けた調査］ 

国土交通省 
１３３百万円 

事業の企画・立案、進捗管理、指導 

Ｃ．（株）野村総合研究所 
  ２０百万円 

【企画競争】 

不動産情報の整備と活用に関す

る展望調査 

Ｂ．ソラン（株） 
  ２０百万円 

【企画競争】 

データ入力・集計、公表図表の作

成、ウェブサイト構築 

Ａ．（財）日本不動産研究所 
  ６８．７百万円 

【企画競争】 

アンケート調査の設計・実施・

分析 



費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目

A.(財)日本不動産研究所 E.(株)日建設計総合研究所

使　途
金　額

(百万円）

委員会費
速記録（(株)大和速記情報セン
ター）、委員謝金

0.8

諸経費等

その他

計 20 計

人件費 業務従事者の人件費 6

費　目 使　途
金　額

(百万円）

業務従事者の人件費

諸経費及び技術経費

会場費、謝金、資料印刷等

人件費

その他 通信費、消費税及び地方消費税 3.0

外注費 HTML用画像加工処理、各種データ
パンチ等

4.7

金　額
(百万円）

10

3

諸経費等35.0

24.9 人件費

諸経費及び技術経費 5

業務従事者の人件費

1会議費

計計

1

費　目 使　途

印刷、製本費、消費税及び地方消費
税

工業地及び商業地の土地利用分析役務費

68.7

13

B.ソラン(株) F.(株)三菱総合研究所

4.7

その他
アンケート調査票発送、報告書印刷、
消費税及び地方消費税

1印刷製本費

調査票印刷等
（MEET　FACTORYCo.,Ltd）

報告書印刷（(株)OBS）

5.0

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る 使途と費目

0

役務費 調査員手当、旅費、集計等 7

業務従事者の人件費 1

D.(社)中央調査社

費　目

計

使　途

13

消費税及び地方消費税

20 計

金　額
(百万円）

費　目 使　途

研究公募事業助成金 5

9 計計

その他

金　額
(百万円）

費　目 使　途

アンケート調査費

その他

0

外部委託

費　目 使　途

業務費

C.(株)野村総合研究所

金　額
(百万円）

1

1

金　額
(百万円）

一般管理費、消費税及び地方消費税

人件費

人件費 業務従事者の人件費

1

る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）


	シート

